令和７年度児童福祉行政指導監査調書（一時預かり事業）

１．必要書類
・施設平面図
○児童福祉行政指導監査調書【私立保育所用】１（１１）「施設平面図」に一時預かり事業の専用保育室
の位置及び面積を記載すること。（既存のパンフレット等の平面図があればそれを補整の上提出も可）
・専用室を設けていない場合は、預かり実施場所が分かるようにすること
・屋内消火栓及び消火器の位置・避難経路を朱書すること。２階以上の建物にあっては避難用ロー
プ・転落防止設備を記入すること。（記入例：屋内消火栓□、消火器〇）
２．【根拠】となる法令等略語
法・・・・・・・・・・・・・児童福祉法（昭22法164）
規則・・・・・・・・・・・・児童福祉法施行規則（昭23厚生省令11）
設備運営基準・・・・・・・・児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭23厚生省令63））
条例・・・・・・・・・・・・鳥取市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例(平29鳥取市条例68)
条例施行規則・・・・・・・・鳥取市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則(平30年鳥取市規則14)
一時預かり事業実施要綱・・・「一時預かり事業の実施について」（R6.3.30 ５文科初第2592号等 文科省初等中等教育局長、こども家庭
庁成育局長通知）の別紙

保育所保育指針・・・・・・・保育所保育指針（平29厚生省告示117）
３．記載における注意事項　特に指定のない場合は、一時預かり事業の内容のみ記載すること。

前年度の監査における指摘事項に対する改善状況
	文書・口頭の別
	指摘事項
（監査　　　年　　　月）
	現在までの改善状況
（未改善の場合はその具体的理由）

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（注）必要に応じて欄を追加し、文書指摘・口頭指摘の別及び監査年月を記載すること。
また、必要に応じて改善を証する書類、写真等を添付すること。
記入年月日：令和　　年　　月　　日
	施
設
	名称
	

	
	所在地
	

	
	電話番号
	

	設
置
者
	氏名（団体にあっては名称及び代表者の職氏名）
	

	
	住所（団体にあっては主たる事務所の所在地）
	

	事業の種類
	一般型 ・ 幼稚園Ⅰ型 ・ 幼稚園Ⅱ型 ・ 余裕活用型 ・ 居宅訪問型

	主な職員
	

	　　事業開始年月日
	　　　　　　　年　　　　月　　　　日

	

	建

物

そ

の

他

の

設

備

の

概

要
	室名
	保育室
	乳児室
	ほふく室
	遊戯室
	便　所
	合　計

	
	室数
面積
	        室
        ㎡
1人あたり
㎡
	       室
㎡
1人あたり
㎡
	室
㎡
1人あたり
㎡
	        室
        ㎡
1人あたり
㎡
	        室
        ㎡
（便器　個）
	        室
        ㎡


	
	設　　　備
	ベビーベッド　　　台、遊具(　　　　　)、その他(　　　　　　)

	
	建物の構造
	木造・鉄筋コンクリート造・鉄骨造・その他（　　　　　　　　　）

	開

所

時

間

等
	開所時間
	平　日
	時　　分から　　時　　分まで

	
	
	土曜日
	時　　分から　　時　　分まで

	
	
	日曜日
	時　　分から　　時　　分まで

	
	
	祝　日
	時　　分から　　時　　分まで

	
	休所日
	

	利
用

定

員
・
利
用
者
数
	区分
	０歳児
	１歳児
	２歳児
	３歳児
	４歳から就学前までの幼児
	合　計

	
	一般型・余裕活用型・居宅訪問型
	届出定員
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	
	利用者数※１
（　月　日時点）
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	
	施設全体の
利用定員※２
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	
	施設全体の
利用者数※２
（　月　日時点）
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	幼稚園Ⅰ型
	届出定員
	      人
	      人
	      人
	      人
	      人
	人

	
	
	利用者数
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	幼稚園Ⅱ型
	届出定員
	      人
	      人
	      人
	      人
	      人
	人

	
	
	利用者数
	人
	人
	人
	人
	人
	人


※１：監査調書作成日が属する年度の利用者数が最も多い日（　　月　　日）の状況を記載すること。
※２：事業の種類が余裕活用型のみ記載すること。時点は※１に合わせること。
◆各年度における各月利用者延べ人数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 単位：人）

	
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月
	計

	令和  6年度
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	令和  7年度
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


◆監査調書作成日が属する年度の職員の配置状況
	従事する職員（※３）の資格有無
	保育士
	幼稚園教諭
普通免許状所有者
	その他
	合計

（(１)＋(２)＋(３)）

	
	常勤
　　　人
	非常勤
　　　　人
	常勤
 　   　人
	非常勤
    　  人
	常勤
 　   　人
	非常勤
    　  人
	常勤
 　   　　人
	非常勤
     　　　人

	
	保育士
      人
	保育士 

      人
	幼稚園教諭
      人
	幼稚園教諭
      人
	子育て支援員
      人
家庭的保育者
      人
その他
（　　　）
      人
	子育て支援員
      人
家庭的保育者
      人
その他
（　　　）
      人
	保育士
      人
幼稚園教諭
      人
子育て支援員
      人
家庭的保育者
      人
その他
（　　　）
      人
	保育士
      人
幼稚園教諭
      人
子育て支援員
      人
家庭的保育者
      人
その他
（　　　）
      人


※３：専従の保育従事者のほか、一時預かり事業対象園児の保育に関与する保育従事者も含めて記載すること。
◆監査調書作成日が属する年度の利用者数が最も多い日（　　月　　日）の開所時間と職員の勤務状況

	開　所　時　間
	　　　時　　分～　　時　　分

	従事する職員
	　　　（時）

区分
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	13
	14
	15
	16
	17
	18
	19
	20
	21
	22

	
	保育士
　　　人
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	幼稚園教諭
　　　人
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他（　　　）

　　　人
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	※４
	(例：7:30～16:30の場合)
◎保育士
２人
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	◎保育士
１人
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	幼稚園
１人
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
（子育て支援員）
１人
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※４：専従の保育従事者には「◎」を付けること。
	確認項目／確認事項
	現　状
	備　考

	届出の状況
	
	

	
	１ 事業実施において、あらかじめ市長に届出をしているか。
	はい ・ いいえ
	【根拠】・法第34条の12第3項

	
	２ 届出事項に変更が生じたときは、変更の日から１月以内に知事に届出をしているか。
	はい ・ いいえ
	【根拠】・法第34条の12第2項

	
	３ 事業を廃止又は休止するときは、あらかじめ市長に届出をしているか。
	はい ・ いいえ
	【根拠】・法第34条の12第3項

	設備の状況
	
	

	
	４ 施設の設備は児童福祉施設設備運営基準を充足しているか。
	はい ・ いいえ
	【根拠】
・法第34条の13
・規則第36条の35第1項第1号
・設備運営基準第32条
・条例第9条
・条例施行規則第5条

	
	
	① 入所児童数に対して必要となる保育室等の面積を満たしているか。
	はい ・ いいえ
	

	
	
	② 乳児又は１歳児を預かる施設にあっては、乳児室又はほふく室及び便所を設けているか。
	はい ・ いいえ
	

	
	
	③ 乳児室又はほふく室には、保育に必要な用具を備えていか。
	はい ・ いいえ
	

	
	
	④ 満２歳以上児を預かる施設にあっては、保育室又は遊戯室及び便所を設けているか。
	はい ・ いいえ
	

	
	
	⑤ 保育室又は遊戯室には保育に必要な用具を備えているか。
	はい ・ いいえ
	

	
	５ ２階に保育室等を設置する施設については次の基準を満たしているか。
	はい ・ いいえ
	【根拠】
・設備運営基準第32条
・条例第9条
・条例施行規則第5条

	
	
	① 耐火構造又は準耐火構造であるか。
	はい ・ いいえ
	

	
	
	② 常用、避難用の階段等をそれぞれ１つずつ設けているか。
	はい ・ いいえ
	

	
	
	③ 出入口又は通路に転落防止の設備が設けられているか。
	はい ・ いいえ
	

	
	６ ３階以上に保育室等を設置する施設については、条例施行規則第５条別表第３の基準に適合するか。
	はい ・ いいえ
	【根拠】
・設備運営基準第32条
・条例施行規則第5条

	保育士の配置基準
	
	

	
	７-１ 設備運営基準第33条第2項の基準に準じ、児童の年齢及び人数に応じて、保育従事者が配置されているか。
	はい ・ いいえ
	【根拠】
・規則第36条の35第1項第1号
・設備運営基準第32条の2
・一時預かり事業実施要綱４（１）④⑤、（４）①

	
	７-２ 実施形態が一般型の場合、専ら従事する保育従事者が配置されているか。また、配置保育従事者の１／２以上は保育士であるか。
	はい ・ いいえ
	

	
	７-３ 実施形態が幼稚園型の場合、専ら従事する保育従事者が配置されているか。また、配置保育従事者の１／２以上は保育士又は幼稚園教諭普通免許状所有者であるか。
	はい ・ いいえ
	

	
	７-４ 実施形態が余裕活用型の場合、保育所事業の利用定員に余裕がある場合のみ受け入れを行っているか。
	はい ・ いいえ
	

	保育内容
	
	

	
	８ 保育所保育指針に規定される保育の内容に係る基本原則に関する事項を踏まえ、適切な一時預かり事業が行われているか。
	はい ・ いいえ
	【根拠】
・規則第36条の35第1項第1号
・設備運営基準第35条
（保育所における保育は、養護及び教育を一体的に行うことをその特性とし、その内容については、厚生労働大臣が、これを定める。
・保育所保育指針

	
	９ 児童一人一人の心身の発育や発達の状況を把握し、保育の内容を工夫しているか。
	はい ・ いいえ
	

	
	10 保育従事者の保育姿勢は適切か。
	はい ・ いいえ
	

	
	11 児童の健康及び安全の確保に留意しているか。
	はい ・ いいえ
	

	
	12 保護者との連絡を適切に行い、保護者に対する支援に努めているか。
	はい ・ いいえ
	

	
	13 職員の資質向上及び職員全体の専門性の向上に努めているか。
	はい ・ いいえ
	

	調理機能設備
	
	

	
	14 食事の提供を行う場合（施設外で調理し運搬する方法により行う場合を含む）、施設において行うことが必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を備えているか。
	はい ・ いいえ
	【根拠】・規則第36条の35第1項第1号

	利用者に対する情報提供
	
	

	
	15 サービスの利用者に対して、事業に関する情報の提供を行うよう努めているか。
	はい ・ いいえ
	【根拠】・社会福祉法第75条第1項

	利用契約に関する状況
	
	

	
	16-1 利用申し込み者に対して、契約の内容及びその履行に関する事項について説明するよう努めているか。
	はい ・ いいえ
	【根拠】
・社会福祉法第76条
・社会福祉法第77条
・社会福祉法施行規則第16条第2項

	
	16-2 また、利用契約が成立したときに、利用者に対して法定事項を記載した書面を交付しているか。
	はい ・ いいえ
	

	質の向上のための自己評価等
	
	

	
	17 事業の質の向上のため、自己評価等サービス向上のための取組をしているか。
	はい ・ いいえ
	【根拠】・社会福祉法第78条第1項

	誇大広告の禁止
	
	

	
	18 サービスの広告に際して、著しく事実に相違する表示をし、又は著しく優良若しくは有利であると誤認させるような表示をしていないか。
	はい ・ いいえ
	【根拠】・社会福祉法第79条

	事故報告
	
	

	
	19 事故発生時には、原則当日（遅くとも翌日）に当該事実を国の定めた様式により市担当課に報告しているか。（死亡、治療に要する期間が３０日以上、救急搬送を要すると判断される程度の事故、乳幼児の見落とし事案）
	はい ・ いいえ
該当なし
	【根拠】
・S46.7.31児発第418号児童家庭局長通知
・H22.1.19雇児保発0119第1号雇用均等・児童家庭局保育課長通知

	安全計画の策定
	
	

	
	20 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第６条の３に準じ、安全計画の策定及び必要な措置等を講じること等に努めているか。
	はい ・ いいえ
	【根拠】
・一時預かり事業実施要綱5(2)

	自動車を運行する場合の所在の確認
	
	

	
	21 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第６条の４に準じ、児童の通園や園外活動等のために自動車を運行する場合には、児童の自動車への乗降車の際に、点呼等の方法により児童の所在を確認しているか。
	はい ・ いいえ
	【根拠】
・一時預かり事業実施要綱5(3)

	業務継続計画の策定
	
	

	
	22 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第９条の３に準じ、業務業継続計画の策定及び必要な措置を講じること等に努めているか。
	はい ・ いいえ
	【根拠】
・一時預かり事業実施要綱5(4)


